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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第41期

第３四半期

連結累計期間

第42期

第３四半期

連結累計期間

第41期

第３四半期

連結会計期間

第42期

第３四半期

連結会計期間

第41期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年12月31日

自　平成21年４月１日

至　平成21年12月31日

自　平成20年10月１日

至　平成20年12月31日

自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日

自　平成20年４月１日

至　平成21年３月31日

売上高 （百万円） 16,648 14,086 4,630 4,407 24,091

経常利益又は
経常損失（△）

（百万円） 439 128 △193 △42 1,054

四半期（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

（百万円） 222 44 △158 △51 565

純資産額 （百万円） － － 13,068 13,358 13,395

総資産額 （百万円） － － 18,139 17,442 19,320

１株当たり純資産額 （円） － － 1,166.831,192.791,196.08

１株当たり四半期
（当期）純利益又は
四半期純損失（△）

（円） 19.83 3.98 △14.12 △4.58 50.50

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － － 72.0 76.6 69.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 2,534 484 － － 2,901

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △206 △316 － － △334

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △462 △462 － － △570

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） － － 6,390 6,227 6,521

従業員数 （人） － － 1,212 1,138 1,209

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がなく、また、第41期

第３四半期連結会計期間及び第42期第３四半期連結会計期間は、１株当たり四半期純損失であるため記載し

ておりません。

３　第42期第１四半期連結会計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を

適用しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 1,138［331］

(注)　従業員数は、就業人員であり、臨時従業員数は当第３四半期連結会計期間の平均就労人数を［　］内に外数で記載

しております。なお、第１四半期連結会計期間より従業員数の算定方法を変更し、従来、連結子会社において就業

人員に含めていた常用パートタイマー等を臨時従業員数に含めて記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 1,068　

(注)　従業員数は、就業人員であります。なお、取締役を兼務しない執行役員15人は従業員数に含めておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　
区分 　生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

システム構築 2,641 85.5

システム運用管理 1,021 100.9

その他の情報サービス 462 100.3

合計 4,125 90.4

(注) １　システム構築の生産高については、当第３四半期連結会計期間の販売実績高に仕掛増減額の販売高相当額を加

味し、算出しております。なお、それ以外につきましては、販売高を記載しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　
区分 　受注高(百万円) 前年同四半期比(％) 　受注残高(百万円)前年同四半期比(％)

システム構築 2,354 99.8 3,189 78.3

合計 2,354 99.8 3,189 78.3

(注) １　システム構築以外の業務については、継続業務が大半であり、業務も多岐にわたり把握することが困難なため、

システム構築についてのみ記載しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

　
区分 　販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

情報サービス売上高 　 　

　システム構築 2,432 95.7

　システム運用管理 1,021 100.9

　その他の情報サービス 462 100.3

　小計 3,917 97.6

商品売上高(システム機器販売) 490 79.8

合計 4,407 95.2

(注) １　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

富士通㈱ 456 9.9 338 7.7

㈱三井住友銀行 125 2.7 107 2.4

なお、㈱三井住友銀行の情報システム部門で行っているシステム関連機能については、㈱日本総合研究所を

通じて取引しており、同社、同社子会社の㈱日本総研情報サービス（旧社名㈱ジェイス）、同社関連会社の㈱

N&J金融ソリューションズへの販売実績は次のとおりであります。

㈱日本総合研究所 360 7.8 359 8.2

㈱日本総研情報サービス 72 1.6 75 1.7

㈱N&J金融ソリューションズ 40 0.9 38 0.9

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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当社及び連結子会社（以下、「当企業集団」という。）の事業につきましては、システムの納入が第２四

半期（７～９月）及び第４四半期（１～３月）に集中する傾向があり、売上高が第１四半期（４～６月）

及び第３四半期（10～12月）において減少し、第２四半期（７～９月）及び第４四半期（１～３月）に増

加するパターンとなり、四半期毎・半期毎の経営成績が変動いたします。なお、第１四半期連結会計期間よ

り、「工事契約に関する会計基準」を適用しておりますが、上記変動に与える影響は軽微であります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当企業集団が判断したものであります。

　

(1) 業績の状況

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、大企業製造業などで持ち直しの動きが見られたも

のの、企業収益の減少や雇用情勢の悪化、個人消費の低迷などを背景に物価の下落が続き、緩やかなデフ

レ状況が進行しました。また、景気の二番底を警戒する産業界では投資を抑制する動きが続いており、さ

らなる経済情勢の悪化が懸念されております。

　

当企業集団が属する情報サービス業界におきましても、企業収益の低迷による情報化投資抑制の影響

から、引き続き厳しい事業環境が続いております。

　

このような状況下、当企業集団の第３四半期の業績につきましては、売上高が4,407百万円と前年同四

半期比222百万円（4.8％）の減収となりました。これは、産業界の情報化投資抑制の影響に伴うシステム

構築及び商品売上高(システム機器販売)の減少が主な要因となっております。

　

損益面につきましては、粗利益率が前年同四半期を上回る水準に改善した結果、営業損失が55百万円と

前年同四半期比170百万円、経常損失も42百万円と前年同四半期比151百万円の改善となり、この結果、四

半期純損失につきましても、51百万円と前年同四半期比106百万円の改善となっております。
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連結の品目別売上高は以下のとおりであります。

　

①情報サービス売上高

イ．システム構築

システム構築につきましては、公共関連部門がソフト開発等の増加により増収となったものの、金

融関連部門及び産業関連部門での大手ベンダー向け受託開発業務の商談減少に伴う影響が大きかっ

たことから、2,432百万円と前年同四半期比108百万円（4.3％）の減収となりました。

　

ロ．システム運用管理

システム運用管理につきましては、ＩＤＣサービス業務が引き続き堅調に推移した結果、1,021百

万円と前年同四半期比９百万円（0.9％）の増収となりました。

　

ハ．その他の情報サービス

その他の情報サービスにつきましては、金融関連部門及び公共関連部門における保守サービス等

の増加により、462百万円と前年同四半期比１百万円（0.3％）の増収となりました。

　

②商品売上高（システム機器販売）

商品売上高（システム機器販売）につきましては、情報化投資抑制の傾向が続く中、前年同四半期に

あった大型商談に代わる商談獲得が進まず、490百万円と前年同四半期比124百万円（20.2％）の減収と

なりました。

　

なお、連結の品目別売上高及び事業部門別売上高、売上総利益、営業利益は次のとおりであります。

　

　
金融関連部門

(百万円)

公共関連部門

(百万円)

産業関連部門

(百万円)

全社共通

(百万円)

合計

(百万円)

　 システム構築
994

(98.8％)
314

(125.1％)
1,124

(87.6％)
―

2,432
(95.7％)

　 システム運用管理
261

(93.7％)
356

(106.0％)
403

(101.7％)
―

1,021
(100.9％)

　 その他の情報サービス
41

(104.0％)
104

(103.6％)
316

(98.8％)
―

462
(100.3％)

情報サービス売上高
1,297

(97.9％)
775

(112.6％)
1,844

(92.2％)
―

3,917
(97.6％)

商品売上高(システム機器販売)
27

(219.0％)
275

(114.4％)
188

(52.0％)
―

490
(79.8％)

売上高合計
1,324

(99.0％)
1,050

(113.1％)
2,032

(86.0％)
―

4,407
(95.2％)

売上原価
1,120

(100.7％)
881

(100.4％)
1,662

(83.0％)
―

3,664
(91.8％)

売上総利益
204

(90.8％)
169

(326.0％)
369

(102.5％)
―

743
(116.6％)

販売費及び一般管理費
46

(83.5％)
69

(92.6％)
218

(100.2％)
465

(90.3％)
799

(92.6％)

営業利益又は営業損失(△)
158

(93.2％)
100
(─)

151
(106.0％)

△465
(─)

△55
(─)

(注) １　販売費及び一般管理費のうち、全社共通の項目に含めた費用は、管理部門の費用のうち配賦の困難な費用であ

ります。

２　（　）内は対前年同四半期比率であります。なお、「営業利益又は営業損失（△）」欄については、当第３四半

期連結会計期間または前年同四半期が営業損失である場合は、対前年同四半期比率を記載しておりません。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、資金という。）は、第２四半期連結会

計期間末に比べ44百万円減少して6,227百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期比111百万円減少し、173百万円となりました。当

第３四半期連結会計期間における資金増加の主な要因は、売上債権の回収によるものであります。一

方、資金減少の主な要因は、仕入債務及び法人税等の支払に加えて、棚卸資産の増加によるものであり

ます。なお、前年同四半期比で資金が減少している主な要因は、減収に伴い売上債権の回収額が減少し

たことによるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期比36百万円減少し、51百万円のマイナスとなり

ました。当第３四半期連結会計期間における資金減少の主な要因は、固定資産の取得による支出であり

ます。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは前年同四半期比12百万円増加し、165百万円のマイナスとなり

ました。当第３四半期連結会計期間における資金減少の主な要因は、リース債務の返済による支出によ

るものであります。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において当企業集団の事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要

な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、５百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,200,00011,200,000
大阪証券取引所
市場第二部

単元株式数は100株であります。

計 11,200,00011,200,000－ －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　平成21年12月31日 ― 11,200,000 ― 2,054 ― 2,228

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動はありません。
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(6) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 　 － － －

議決権制限株式（自己株式等） 　 － － －

議決権制限株式（その他） 　 － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式） 　

－ －
　普通株式 400

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,198,800111,988 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数 　 11,200,000 － －

総株主の議決権 　 － 111,988 －

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式94株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社さくらケーシーエス

神戸市中央区播磨町21番１ 400 － 400 0.00

計 － 400 － 400 0.00

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年

４月
５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 595 593 590 613 640 614 630 630 568

最低(円) 540 557 551 570 560 590 590 560 527

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,128 2,521

受取手形及び売掛金 ※２
 2,921 5,010

有価証券 4,099 3,999

商品 147 124

仕掛品 922 429

貯蔵品 35 31

その他 969 886

貸倒引当金 △10 △12

流動資産合計 11,213 12,990

固定資産

有形固定資産 ※1
 3,395

※1
 3,457

無形固定資産 538 663

投資その他の資産

投資有価証券 1,296 1,187

その他 1,007 1,031

貸倒引当金 △8 △10

投資その他の資産合計 2,294 2,208

固定資産合計 6,228 6,329

資産合計 17,442 19,320

負債の部

流動負債

買掛金 1,141 1,884

未払法人税等 － 244

賞与引当金 337 939

受注損失引当金 － 86

その他 1,132 1,099

流動負債合計 2,611 4,254

固定負債

退職給付引当金 753 794

役員退職慰労引当金 116 118

その他 602 757

固定負債合計 1,472 1,670

負債合計 4,083 5,924

EDINET提出書類

株式会社さくらケーシーエス(E05090)

四半期報告書

12/26



(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,054 2,054

資本剰余金 2,228 2,228

利益剰余金 9,019 9,131

自己株式 △0 △0

株主資本合計 13,302 13,414

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 55 △19

評価・換算差額等合計 55 △19

純資産合計 13,358 13,395

負債純資産合計 17,442 19,320
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 16,648 14,086

売上原価 13,718 11,492

売上総利益 2,929 2,594

販売費及び一般管理費 ※１
 2,602

※１
 2,514

営業利益 326 80

営業外収益

受取利息 26 17

受取配当金 26 14

不動産賃貸料 53 55

保険配当金 12 8

保険解約返戻金 33 －

雑収入 11 16

営業外収益合計 164 112

営業外費用

支払利息 19 17

不動産賃貸費用 23 25

雑損失 8 21

営業外費用合計 51 64

経常利益 439 128

特別利益

貸倒引当金戻入額 9 2

特別利益合計 9 2

特別損失

投資有価証券評価損 63 43

その他 8 －

特別損失合計 71 43

税金等調整前四半期純利益 377 87

法人税等 155 43

四半期純利益 222 44
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

売上高 4,630 4,407

売上原価 3,992 3,664

売上総利益 637 743

販売費及び一般管理費 ※１
 863

※１
 799

営業損失（△） △225 △55

営業外収益

受取利息 9 4

受取配当金 3 2

不動産賃貸料 17 18

保険配当金 12 8

雑収入 4 3

営業外収益合計 47 37

営業外費用

支払利息 7 5

固定資産除売却損 － 11

不動産賃貸費用 7 7

雑損失 0 0

営業外費用合計 15 25

経常損失（△） △193 △42

特別利益

貸倒引当金戻入額 3 1

特別利益合計 3 1

特別損失

投資有価証券評価損 61 43

その他 8 －

特別損失合計 69 43

税金等調整前四半期純損失（△） △259 △85

法人税等 △101 △34

四半期純損失（△） △158 △51
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 377 87

減価償却費 566 538

貸倒引当金の増減額（△は減少） △21 △4

賞与引当金の増減額（△は減少） △453 △601

受注損失引当金の増減額（△は減少） 69 △86

退職給付引当金の増減額（△は減少） △62 △41

受取利息及び受取配当金 △53 △31

支払利息 19 17

投資有価証券評価損益（△は益） 63 43

売上債権の増減額（△は増加） 3,916 2,089

たな卸資産の増減額（△は増加） △683 △519

仕入債務の増減額（△は減少） △860 △743

その他 233 139

小計 3,111 887

利息及び配当金の受取額 50 32

利息の支払額 △19 △17

法人税等の支払額 △607 △418

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,534 484

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △79 △223

有形固定資産の売却による収入 11 －

無形固定資産の取得による支出 △127 △31

投資有価証券の取得による支出 △5 △26

その他の支出 △5 △54

その他の収入 1 19

投資活動によるキャッシュ・フロー △206 △316

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △328 △306

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △133 △155

財務活動によるキャッシュ・フロー △462 △462

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,866 △293

現金及び現金同等物の期首残高 4,524 6,521

現金及び現金同等物の四半期末残高 6,390 6,227
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　会計方針の変更

(1) ソフトウェアの請負開発契約に係る収益の計上基準の変更

受注制作のソフトウェア（ソフトウェアの請負開発契約）に係る収益の計上基準については、従来、検収基準を

適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契

約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を第１四半期連結会計期

間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手したソフトウェアの請負開発契約に基づく開発案件から、当第３四

半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる開発案件については工事進行基準（開発

の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の開発案件については検収基準を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の売上高は479百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益は、それぞれ103百万円増加しております。
　

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

　

２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　

３　原価差異の配賦方法

予定価格等を適用しているために原価差異が生じた場合、当該原価差異の棚卸資産と売上原価への配賦を年度

決算と比較して簡便的な方法により算出しております。

　

４　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

５　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した業績予測やタックス・プランニング

を利用する方法によっております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

１　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純

利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,690百万円

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額 3,358百万円

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機

関の休日であったため、次の四半期連結会計期間

末日満期手形が、当第３四半期連結会計期間末残

高に含まれております。

受取手形 1百万円

　

──────────

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料手当 925百万円

賞与引当金繰入額 118百万円

退職給付費用 93百万円

役員退職慰労引当金繰入額 22百万円

貸倒引当金繰入額 1百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料手当 958百万円

賞与引当金繰入額 88百万円

退職給付費用 106百万円

役員退職慰労引当金繰入額 24百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

 
　２　当企業集団の事業につきましては、システムの納入

及び検収が第２四半期末及び期末に集中する傾

向があるため売上高が第１四半期（４月～６

月）及び第３四半期（10月～12月）において減

少し、第２四半期（７月～９月）及び第４四半期

（１月～３月）に増加するパターンとなり、四半

期毎と半期毎に経営成績が変動いたします。

　２　当企業集団の事業につきましては、システムの納入

が第２四半期（７～９月）及び第４四半期（１

～３月）に集中する傾向があり、売上高が第１四

半期（４～６月）及び第３四半期（10～12月）

において減少し、第２四半期（７～９月）及び第

４四半期（１～３月）に増加するパターンとな

り、四半期毎・半期毎の経営成績が変動いたしま

す。

なお、第１四半期連結会計期間より「工事契約に

関する会計基準」を適用しておりますが、上記変

動に与える影響は軽微であります。
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日

　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日

　至　平成21年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料手当 304百万円

賞与引当金繰入額 118百万円

退職給付費用 32百万円

役員退職慰労引当金繰入額 8百万円

 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

従業員給料手当 315百万円

賞与引当金繰入額 88百万円

退職給付費用 36百万円

役員退職慰労引当金繰入額 8百万円

貸倒引当金繰入額 0百万円

 

　２　当企業集団の事業につきましては、システムの納入

及び検収が第２四半期末及び期末に集中する傾

向があるため売上高が第１四半期（４月～６

月）及び第３四半期（10月～12月）において減

少し、第２四半期（７月～９月）及び第４四半期

（１月～３月）に増加するパターンとなり、四半

期毎と半期毎に経営成績が変動いたします。

　２　当企業集団の事業につきましては、システムの納入

が第２四半期（７～９月）及び第４四半期（１

～３月）に集中する傾向があり、売上高が第１四

半期（４～６月）及び第３四半期（10～12月）

において減少し、第２四半期（７～９月）及び第

４四半期（１～３月）に増加するパターンとな

り、四半期毎・半期毎の経営成績が変動いたしま

す。

なお、第１四半期連結会計期間より「工事契約に

関する会計基準」を適用しておりますが、上記変

動に与える影響は軽微であります。
　 　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,991百万円

有価証券 4,398百万円

現金及び現金同等物 6,390百万円

　

現金及び預金 2,128百万円

有価証券 4,099百万円

現金及び現金同等物 6,227百万円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　

至　平成21年12月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 11,200,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 494

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 89 8.00平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

平成21年10月30日
取締役会

普通株式 67 6.00平成21年９月30日平成21年12月10日利益剰余金

　

(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月

１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31

日）

当企業集団は、顧客のニーズに応じた情報システムの企画からシステム構築、システム機器販売及びシス

テム運用管理など、情報サービスの総合的な提供を事業内容としており、不可分の営業形態でありますの

で、事業の種類別セグメント情報として開示する事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月

１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31

日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計

期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月

１日　至　平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31

日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当企業集団はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

　

１株当たり純資産額 1,192.79円

　

　

１株当たり純資産額 1,196.08円

　
　 　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末

(平成21年12月31日)

前連結会計年度末

(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（百万円） 13,358 13,395

普通株式に係る純資産額（百万円） 13,358 13,395

差額の主な内訳（百万円） － －

普通株式の発行済株式数（株） 11,200,000 11,200,000

普通株式の自己株式数（株） 494 474

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（株）

11,199,506 11,199,526

　

２  １株当たり四半期純利益又は四半期純損失

第３四半期連結累計期間

　

前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

　

１株当たり四半期純利益 19.83円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

　

　

１株当たり四半期純利益 3.98円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

　
　 　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、新株予約権付社債等潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（百万
円）

222 44

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 222 44

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万
円）

－ －

普通株式の期中平均株式数（株） 11,199,635 11,199,506
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第３四半期連結会計期間

　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

　

１株当たり四半期純損失 14.12円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

　

　

１株当たり四半期純損失 4.58円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －

　
　 　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につきましては、１株当たり四半期純損失であり新株予約権付社債等

潜在株式がないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間

(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（百万
円）

158 51

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 158 51

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（百万
円）

－ －

普通株式の期中平均株式数（株） 11,199,626 11,199,506

　 　 　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第42期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）中間配当については、平成21年10月30日開催の

取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議し、配当を行っております。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　67百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　６円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　平成21年12月10日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

株式会社さくらケーシーエス

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    北    本    　    敏    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    神    田    正    史    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社さくらケーシーエスの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から

平成20年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社さくらケーシーエス及び連結子会社

の平成20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半

期連結会計期間より「リース取引に関する会計基準」を適用している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年２月10日

株式会社さくらケーシーエス

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    北    本    　    敏    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    三    井    孝    晃    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社さくらケーシーエスの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から

平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社さくらケーシーエス及び連結子会社

の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累

計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四

半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用

している。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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